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米紙における「フィーチャー化現象」について
谷　川　　　幹　
１　はじめに
　日刊新聞の報道紙面は一般にストレートニュース（straight news）、すなわち
前日に発生した事件や出来事を取り上げた記事を中心に構成されていると考え
られている。英語の“newspaper”（news+paper）という語はそれを文字通り示
していると言えよう。
　しかし近年アメリカの新聞やテレビなどの報道メディアにおいて、報道
内容が伝統的なストレートニュースではないもの、即ちフィーチャー記事
（features）や柔らかい読み物（soft news等）の比率が増加しているといわれて
いる。1） これはニュースの「軟化」2）、「フィーチャー化」あるいは「タブロイ
ド化」など、様々な呼称を伴って報告、解説されており、また実証的な研究も
おこなわれている。近年、ウェブニュースを中心とした報道媒体の多様化やそ
れらを含めた媒体間の競争激化によってこういったニュースの形態・内容の変
化の動きが加速しているとも言われており、同現象は現在も進行中の変化であ
ると言えよう。
　本稿では独自の定義を施しながら「報道のフィーチャー化」という観点から
1） Niblock, Sarah (2008). Features. In B. Franklin (Ed.), Pulling Newspapers Apart: Analyzing 
Print Journalism (pp. 48-57). Oxon: Routledge. 
2） 柔らかい内容のニュースを英語で“soft news”という。（soft newsそのものの詳しい
定義は後節で行う。）また、ニュースの内容が柔らかくなる傾向を“go soft”または
“soften”などという。本稿ではこれを「ソフト化」と言わず、「軟化」と表現するこ
とにする。ソフトというカタカタ語は「ソフトウエア」の意味を想起させるからで
ある。
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米紙を分析し、実証的な検証をすることが目的である。「報道のフィーチャー
化」とは端的にはフィーチャー記事が新聞やテレビの報道に占める割合が増え
てきていることを指すが、これが実証的に示されるのであればこれまで筆者が
取り組んできた英文記事の文体や記事構造の変化に絡む現象をより数値的かつ
通時的に捉えることができると考えている。また、米紙でフィーチャー化が進
行しており、フィーチャー記事が新聞の紙面の中でより重要な位置を占めてい
るのならば、新聞とは何かという新聞ジャーナリズム論上の新たな問題を提起
することも考えられる。
　同現象の解明は、ニュース英語の教授という観点からも意義があると思われ
る。日本の高等教育機関でニュース英語を教授することを旨とする講義やテキ
ストにおいては、ストレートニュースに典型的に表れる伝統的な英文記事の書
き方や構造を念頭に置いていることが多く、そうした理解のもとに英文記事の
構造とその言語的側面を教授することに、一定の問題点があることを示すこと
にもなろう。本稿では以下の２つの事柄を主な目的として、論を進めたい。
ⅰ 　米有力紙においてフィーチャー記事の比重が増加していることを定量分析
を通じて実証的に示す。その際、これまで必ずしも明確に定義されてこな
かった「フィーチャー記事」（features）という用語について隣接する概念と
の異同を検討した上で、作業定義（working definition）を設定する。
ⅱ 　本稿で定義することころの「フィーチャー化現象」が進行していることの
意義を英文記事の文体や記事構造の変化の問題（ニュース言語上の問題）に
絡めて分析する。同時に高等教育機関などにおけるニュース英語の教授とい
う観点からの考察を加える。
　尚、当論文においては「フィーチャー化」現象を実証的に検証し、英文記事
の構造の変化を明かにすることを主要な論点として扱うため、フィーチャー化
現象の誘因についての詳しい分析は論稿を改めて実施したい。
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２　新聞のフィーチャー化と文体・記事構造の変化について
　これまで筆者は英文記事特有の文体や記事構造上の特徴についての論稿や
研究発表を重ねてきた。それらの研究を通じて明らかにした現象はいずれも、
「フィーチャー記事に特徴的なもの」との説明を付してきた。3）また、近年米紙
においてフィーチャー記事の比率が増加傾向にあり、そうした英文記事の文体
上の特徴を把握し理解する意義が高まっているとも指摘してきた。本稿におい
ては、フィーチャー記事が紙面に占める比率が増加していることを実証的に検
証し、これまで提示した研究結果に更なる分析と考察を加えていきたい。
　冒頭でも述べた「フィーチャー化」とは端的には日刊新聞の報道紙面におい
て即時性の高いストレートニュースではなく、社会におけるトレンドや出来事
を特集したフィーチャー記事の数が占める割合が増加している現象を指すが、
「ストレートニュース」と「フィーチャー記事」のそれぞれ詳しい定義は４節
で行う。
　これまでの筆者の文体研究で明らかにした事柄は以下のように概略的にまと
めることができる。
⑴ 　英文記事、特にフィーチャー記事においてはリードが記事の要約ではな
く、記事の主要なテーマを象徴的に表す逸話や情景描写などで始まることが
多い。4）
⑵ 　その様なリードが採用された場合において、代わりに記事の要約を担う
ものとしてnut graphと呼ばれる段落がリードの後に置かれることが多い。
International Herald Tribune紙を対象に行った調査（N=324）では約53％の
3） 同時に、フィーチャー的な記事の書き方が、ストレートニュースにも採用されてい
ることも指摘した。　「フィーチャー化」とは広義にはフィーチャー的な記事の書き
方が新聞全体に浸透していることを指す。
4） 谷川幹（2009）「英文記事における“nut graph”の役割と意義について」『コミュニケー
ション研究』第39号（上智大学コミュニケーション学会）、25-47 
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フィーチャー記事においてnut graphが見つかった。5）
⑶ 　英文記事のリードにおいては、読者の関心を引くために、文字通りのこ
とを意味しない、特異な文章表現が存在する。また、そこにおいては誇張
やユーモアなどの修辞学的英語表現が多用される。この技法は特にフィー
チャー記事に顕著に現れる現象である。6）リードではなくても、英文ジャー
ナリズム（特に米紙のフィーチャー記事）では大袈裟な表現やユーモア表現、
その他のレトリックが多く用いられる。7）
　尚、⑴～⑶に当てはまる具体的な文体の解説や事例については、注４）－７）
に示した資料を参照して頂きたい。
３　米（英）ジャーナリズム研究の動向
　英文記事の種類や構造上の特徴などを定量的に分析した研究は日米共に少
ないのが現状である。そこでこれまで筆者は先行的な研究・資料として主に
ニュース言語の理論研究や英文記事の書き方を解説する実践ジャーナリズムの
テキストなどを参照してきた。ただ、以下に述べるように、米・英メディアに
おける報道内容の質的変化という観点から米・英メディアの紙面構成や記事内
容（又は種類）の分析・分類を試みた研究は比較的多く存在しており、そうし
た研究を手掛かりにして、本稿の主題とするところ（米紙のフィーチャー化）
との理論的な接続を試みたい。
　過去数十年間において、米国の新聞やテレビなどの伝統的なメディアの報道
内容は大きく変容したといわれている。主な変化の媒介として挙げられている
のが、メディア・テクノロジーや競争環境の変化であり、その結果発生した
5）同上
6） 谷川幹（2008）「英文記事のリードに見られる『誇張表現』について」『時事英語学
研究』第47号、17-34
7） 谷川幹「経済英語の基礎知識」『月刊English Journal』2009年５月号 ; 谷川幹「英文記
事の賢い読み方」『月刊English Journal』2006年２月号
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ジャーナリズムの新形態を“new news,” “news lite,”などと形容する向きもあ
る。8） こうした用語を用いながら学術的な観点からジャーナリズムの報道内容
の変容について分析をする論稿は一般に批判的な観点からなされている。そ
れらの主な主張は新聞やテレビの報道内容がそれまでの伝統的なストレート
ニュース、特に政治や外交や経済、社会に関する公共性の高いテーマを中心と
したものから、スポーツや芸能、または政治のテーマであっても個人の醜聞や
スキャンダルの側面に焦点を置いた報道へ比重が移ってきている、というもの
である。こうしたニュースの内容変化を形容して、ニュースの「タブロイド化」
（tabloidization）、「軟化」（news going soft又は softening of news）「情報エンター
テインメント化」(info-tainment)、更に俗には“dumbing down”（知的レベルの
低下）など、さまざまな用語が用いられている。
　こうした用語をキーワードにして米・英メディアの報道内容の変化を検証し
たいくつかの主要な研究に触れておきたい。これまで「タブロイド化」という
観点からは Parks＆Tullock（Eds.）のTabloid Tales (2000)が包括的且つ国際的
な分析を試みている。9） 同書ではMcLachlan＆Goldingがイギリスの複数の有
力紙を例にしながら1952年から1997年の45年間の長期に渡って漸進的に「タ
ブロイド化」が進行していると結論付けている。10）その際、タブロイドの一般
的特徴とされている「海外報道記事の数（その少なさ）」や「記事当たりの文
8） Kalb, Marvin(1998). THE RISE OF THE ‘NEW NEWS’: A Case Study of Two Root 
Causes of the Modern Scandal Coverage. Cambridge, MA: Joan Shorenstein Center on the 
Press, Politics and Public Policy. John F. Kennedy School of Government, Harvard University. ; 又
はMcCartney, James (1997). News Lite. American Journalism Review, June 1997, 19-21.; 一連
の流れをやや過去に遡って概観するならば Wolfe, Tom (1973). e New Journalism. New 
York : Harper & Row.　
  9） Sparks, Colin & Tulloch, John(Eds.). (2000). Tabloid Tales: Global Debates over Media 
Standards. Lanham, MD : Rowman & Littlefield.
10） McLachlan, Shelly & Golding, Peter (2000). Tabloidization in the British Press: A 
Quantitative Investigation into Changes in British Newspapers, 1952-1997. In Sparks, 
Colin & Tulloch, John(Eds.), Tabloid Tales: Global Debates over Media Standards (pp.75-90). 
Lanham, MD: Rowman & Littlefield.
米紙における「フィーチャー化現象」について
03-谷川.indd   47 2010/01/22   11:09:17
48
字数（その少なさ）」「写真の量（その多さ）」さらに、エンターテインメント
系のニュースの多寡などを指標化した上で、対象期間中の変化（よりタブロ
イド化が進行する方向性）を明らかにしている。尚、tabloidと対比されるのは
broadsheet、またはquality paper（高級紙）である。broadsheetの報道内容は政
治や経済、社会の分野のニュースで、公共的な性質を帯びているものが中心で
あるのに対して、tabloidは概してエンターテインメントやスポーツなどのテー
マに傾倒し、public（公共）に関する事柄よりも特定の個人のプライバシーに
関連する問題を扱うことが多いとしている。11）
　米メディアの報道内容の変質をhard newsと soft newsの対比から説明して
いる研究も散見される。この分野で特に顕著な研究として知られるのが米
ハーバード大学のomas PattersonのDoing Well and Doing Good (2000, Joan 
Shorenstein Center on the Press, Politics and Public Policy)であろう。12）アメリカの
主要な新聞、テレビ、雑誌の中から5331本の記事（期間は1980年から1999年）
を抽出し、予め設定されたコーディングに従って報道内容をhard news と soft 
newsに分け、両者の比率の変化を時系列で分析している。それによると1980
年に soft newsと分類されたものが全体の35％であったのに対して、1999年には
50%に達したという。13）14）この研究でPattersonが施したhard newsと soft news
の定義はフィーチャー記事の定義と密接にかかわるので、後節で参照する。
　W. Joseph CampbellのYellow Journalism（2001）も研究上の視点が類似して
11） Sparks, Colin (2000). Introduction: The Panic over Tabloid News. In Sparks, Colin & 
Tulloch, John(Eds.), Tabloid Tales: Global Debates over Media Standards (pp.1-40). Lanham, 
MD: Rowman & Littlefield.
12） Patterson, Thomas E.(2000). DOING WELL AND DOING GOOD: How Soft News 
and Critical Journalism Are Shrinking the News Audience and Weakening Democracy–And 
What News Outlets Can Do About It. Cambridge, MA: Joan Shorenstein Center on the 
Press, Politics and Public Policy. John F. Kennedy School of Government, Harvard University.
13）Ibid, p.4. 
14） Pattersonは2000年以後、hard newsと soft newsの比率変化に関する追加の調査
（update）を行っていないと筆者の電子メールによる問い合わせに直接回答してい
る。回答日時、2009年８月21日　（日本時間２時55分）
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いる思われる。15） yellow journalismとは19世紀末から20世紀初頭にアメリカの
ジャーナリズム界を席巻した新種のジャーナリズム（新聞）で世の中の出来
事をセンセーショナルに報道することで知られた。yellow journalismは当時の
quality paper（同氏は“conservative titles”という語を使っている）にも影響を
与え、その後米紙の在り方を特徴づける役割も果たしたという。Campbellは
yellow pressの特徴をいくつかに分類し、yellow indexという指標を設け、yellow 
pressではない conservative titlesやそれに準ずる新聞が20世紀初頭以降、今日に
至るまでどのようにyellow pressの特徴を吸収していったかを実証的に分析して
いる。yellow pressの特徴として、複数のコラム（紙面の縦の段）に跨る大きな
見出しや大きな写真の使用、又はスポーツや社交イヴェントなどを紙面で大き
く扱うことなどを挙げており、こういった紙面の特徴を指標（yellow index）と
して採用している。調査結果によるとe New York Times やLos Angles Times
などのアメリカの conservative titlesは20世紀初頭以来、継続的且つ漸進的に
yellow pressの特徴を取り込んでいったことを示している一方で、その変化すな
わち「イエロー化」は1970年代後半にストップしており、それ以後は微弱なが
らも「逆イエロー化」が起こっているとしている。
　その他、実証的な調査が伴っていないが、Niblock (2008)が新聞の紙面は
フィーチャー記事が多数を占めるようになっているとの観察を述べている。同
氏は主としてイギリスの新聞を念頭においているが米紙や米紙にまつわる調査
にも言及している。16）
3．1　本稿の論点
　ニュースの「タブロイド化」や「軟化」などの現象の分析における論点は次
のようなものである。本来新聞やテレビなどの報道機関が提供するニュースは
15）Campbell, Joseph W. (2001). Yellow Journalism. Connecticut: Praeger Publishers, Chapter 5.
16） Niblock, Sarah (2008). Features. In B. Franklin (Ed.) Pulling Newspapers Apart: Analyzing 
Print Journalism (pp. 48-57). Oxon: Routledge.
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政治、経済、外交などの重要な出来事を一般市民に広く伝達するものであるは
ずなのに、近年はニュースの内容が俗化、エンターテインメント化しており、
そうした状況の進展は報道機関が市民に重要な情報を伝え民主主義を有効に機
能させるという目的を失わせるものであるという、社会的、規範的な問題意識
のもと提起されている。
　本稿では、そのような論点は追及せず、フィーチャー記事の比率が新聞の報
道紙面に占める比率が高くなっているという、ある種技術的な問題に絞って調
査と考察をする。本稿における主要な関心は英文記事の文体や記事構造が変化
していることを明らかにすることだからである。注４）－７）で示した論稿（抽
稿）や注32）の資料などに示されているように、英文記事の文体はストレート
ニュースかフィーチャー記事であるかの違いによって生じる側面が多くあるた
め、フィーチャー記事の比率の増加を記事構造や文体の変化と結びつけやすい
と筆者は考えている。
４　フィーチャー記事の定義
＊ 本節においては「フィーチャー記事」の用語は英語の文献を参照しながら
hard news, soft news, straight newsと対比させる為、“features”と表記する。こ
れは原則として本節のみの処置とするが、いずれにしても本論文の他節で用
いる「フィーチャー記事」と本節の“features”は同義語とする。
　featuresを一般的且つ客観的に定義することは必ずしも容易ではない。17）そ
の主な理由はhard newsと（それと対立する）soft newsという用語がニュース
を分類する概念として比較的頻繁に用いられており、soft news（ないしはhard 
17） “features”はこれまで学問的に或いは実践ジャーナリズム上明確な定義が施され
てきたとは言い難い。例えば、Harriss, Leiter, & Johnson (1985) は“e word feature 
may be one of the most overworked words in the lexicon of journalists.”としている。つま
り featuresは様々な意味・概念を指し示す為に使われ、「酷使」“overworked”されて
いるということである。
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news）と featuresがお互いに概念的に曖昧であることに担保されて相互交換的
（又は対立的に）に用いられていることにある。本来 featuresと対立するのは
straight newsである。Harriss, Leiter & Johnson (1985)は featuresについて次のよ
うに述べている。
　Generally, this term (feature) is applied to a long list of various materials—ranging 
from comics to columns----that are not considered straight news.（括 弧 内 は 筆
者）18）
　一方、featuresを soft news とほぼ同義で用いたり、featuresと対立する概念
としてhard newsを挙げている文献もある。ニュース言語の研究者であるBell 
(1991)はhard newsと featuresを対比させながら次のような解説をしている。
　Newsworkers’ basic distinction is between hard news and features. Hard news 
is their staple product: reports of accidents, conflicts, crimes, announcements, 
discoveries and other events which have occurred or come to light since the previous 
issue of the paper or programme. e one-off, unscheduled events such as fires and 
disasters are sometimes called ‘spot news’. e opposite to hard news is “soft” news, 
which is not time-bound to immediacy. Features are the most obvious case of soft 
news. ese are longer ‘articles’ rather than ‘stories’ covering immediate events. 
They provide background, sometimes ‘editorialize’(carry the writer’s personal 
opinions), and are usually by-lined with the writer’s name. 19）
　他方、３節で言及したPatterson（2000）は soft newsとhard newsに次のよう
18） Harriss, J., Leiter, K., & Johnson, S. (1985). The Complete Reporter : Fundamentals of news 
gathering, writing, and editing, complete with exercises. New York: Macmillan, p.169.
19）Bell, Allan (1991). e Language of the News Media. Oxford: Basil Blackwell, p.14.
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な定義を施している。
　Soft news is sometimes used in a way that implies it is all the news that is not“hard 
news.”Hard news refers to coverage of breaking events involving top leaders, major 
issues, or significant disruptions in the routines of daily life, such as an earthquake or 
airline disaster. Information about these events is presumably important to citizens’ 
ability to understand and respond to the world of public affairs. News that is not of 
this type is, by definition,“soft.”　（原文にはあった脚注番号は省略）
　Bellはニュース作成者にとって最も基本的な区別はhard newsと featuresであ
るとする一方で、hard newsと対立する概念は soft newsであるとし、featuresは
soft newsの一つの事例であるとしている。ここで、hard news, soft news, features
の相互の意味上の関連性や区別が不明確である。
　Pattersonは上の自身の定義で市民の生活に大きな影響を及ぼす政治や外交、
さらに地震や飛行機事故などのpublic affairsに関するものがhard newsであり、
そうでないものが soft newsだとしている。同定義では coverage of breaking news
（即時性の高いニュース報道、つまり straight news）はhard newsに該当すると
しながらも、内容的な観点から公共にかかわる問題を取り扱うのがhard news
であり、そうでないものが soft newsであるとした。つまり取り扱う題材を両語
を区別する主な基準にしている。20）この定義に従うなら、公共にかかわる題材
（例えば外交や政治）で真剣な内容であれば、coverage of breaking news（つまり
straight news）ではなくてもhard newsになるということになる。例えば、最近
のアメリカとロシアの外交関係を政府高官や専門家へのインタビューを交えて
分析したような featureはhard newsに分類されることになる。
20） これは引用箇所の“Information about these events is”としているところから読み取
れる。調査の詳細な手順は示されていないが、同氏はこの定義を基に３節で述べた
hard newsと soft newsの比率の変化にまつわる調査を行っていると思われる。
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　記事が取り扱う題材とは別に、featuresの意味を理解する上で重要なのは時
間の概念（報道の緊急性）である。Yopp & McAdams (2007)は featuresをnews
と対比させながら、次のようにその特性を説明している。
　Apart from breaking news, most articles today are news-features or features. 
Features can be developed on any subject for any reason and inform or entertain 
audiences.（中略）Traditionally, writers have used one value to distinguish news from 
features: timeliness. Features have a timeless quality. ey can be published any time 
and remain useful and entertaining. News, however, must be printed immediately. 
e death of a nationally known fashion designer is news; a story about fashions is a 
feature. In sum, news tell, a feature shows. Some features, however, are linked to news 
stories.21）
　つまりnews（straight news, breaking news）はその性質上、直に紙面に掲載し
なければならないものであるのに対して、featuresは掲載のタイミングに関し
て緊急性がない、ということである。１日単位で発行される日刊新聞に当ては
めると newsとは出来事が発生してから翌日付の新聞までに記事として掲載す
べきものということになる。（一般には「翌日」の新聞の締め切りは、その日
の夕刻であるので、出来事が発生してその日のうちに記事を書き上げて編集を
することになる。）
　hard news/soft newsと straight news/featuresそれぞれの（対立）概念の二義性、
多義性を整理するうえで、図１のような図式化（schematization）が役に立つと
思われる。これにより各語の意味領域をイメージ化しやすくなると思われる。
hard news/soft newsと straight news/featuresそれぞれの用語の説明において一貫
21） Yopp, Jan J. & McAdams, Katherine C. (2007). Reaching Audiences: A Guide to Media Writing. 
Boston: Allyn and Bacon, p.184.
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して問題となるのは次の二つの概念の軸である。
① 　当該報道が政治、外交、経済などに関連したpublic（公共的）なもので、
市民社会や民主主義を有効に機能させる為に必要なものか、或いは題材が軽
いもの又はよりエンターテインメント性に富んだもので、公共性の低い事柄
を扱っているのか。
② 　当該報道が時間的な緊急性を帯びており、直ぐに報道されるべき事柄か、
それともより広い時間の流れの中で生じた事柄や現象を扱っている為、掲載
の緊急性が低いものか。
┷๟࡚පභᛮ࠿㧏࠷㸝㢗ᮞ㸞
㍅ࡂ࡙පභᛮ ࠿ ఩ ࠷㸝㢗ᮞ㸞
⥾㸝᫤㛣㍀㸞᛬㸝᫤㛣㍀㸞
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hard news 
straight  
  news 
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　図１においては、縦軸は①の観点（題材の性質）に係るものとして、横軸は
②の次元に係る問題（時間の緩急）として設定した。
　hard newsはニュースの「硬さ」（つまり公共性があり政治・経済・社会など
の真剣なテーマの報道）を指しながらも、事実を淡々と述べ時間的な緊急性の
ある straight newsをも包含する概念であるならば、図の上部に位置しながらも
左に位置する straight newsの領域と重複することになる。straight newsは時間軸
においては緊急性があるものを指すので、より真剣なニュース領域であるhard 
newsと大きく範疇が重なる。ここにおいて、緊急性の高い報道は真剣な内容
であることが仮定される。一方で、featuresは時間的な緊急性がない事柄を扱
うものである一方、題材上は真剣ではない、よりエンターテインメント性が
高いテーマに傾斜しているとされる。そうであるならば、時間軸上は straight 
newsの対極に位置しながらも、soft newsと重複する領域が大きいことになる。
ただ、Pattersonの定義からも読み取れるように、時間的な緊急性がなくとも扱
う分野によってはhard newsにもなりうるのならば、featuresはhard newsとも一
致する領域があることになる。（但し、それは soft newsと重複する領域よりは
小さい。）
　もう一つの「四つ角」である straight newsと soft newsが交錯する部分である
が（但し、それは straight newsがhard newsと交錯する部分よりも小さい）政治
家や芸能人のスキャンダルにまつわるニュースで速報的な性質を帯びているも
の、例えば長く離婚が噂されていた芸能タレントの正式な離婚発表のニュース
や木の枝に引っかかって何日も動けなくなった動物が救助されたニュースな
どを考えれば、その領域の存在が容易に想像できよう。つまり、「軽い」テー
マであっても速報性のあるニュースは領域的に存在することになる。尚、hard 
newsと soft news、そして straight newsと featuresはそれぞれ対立概念なので理論
上、重複しないはずである。
　以上の図式を元にすると、hard news と soft newsの主たる概念は扱う題材の
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「硬さ」、「柔らかさ」であり、時間的な緩急の問題は副次的な概念であるとい
えよう。一方、straight newsと featuresの主たる概念は報道の時間的な緩急にか
かわる問題であり、題材が真剣であるか、エンターテインメントに傾斜してい
るかは副次的な概念であるということになる。
５　InternationalHeraldTribune紙とLosAngelesTimes紙を対象に
した調査
5．1　作業定義の設定
　今回の調査は、新聞記事をフィーチャー記事（features）とストレートニュー
ス（straight news）に分類するが、両者の定義づけはそれぞれの主たる概念で
ある時間の緩急すなわち「時間軸」の概念を基準として行う。それぞれについ
て以下の作業定義（working definition）を設定した。22）
ス トレートニュースの定義：記事の内容が「前日」の出来事や発表を軸として
展開するもの。但し、IHT紙（アジア版）の場合、米国発の記事が時差の
関係で翌々日にストレートニュースとして掲載されることがある。従って、
その場合前々日の出来事が主軸になっていてもストレートニュースの扱いと
した。
フ ィーチャー記事の定義：前日の出来事や発表を軸として記事のストーリーが
展開しているのではなく、前日以前の一定期間、通常は数日から数ヶ月間の
トレンドや流れの中で位置づけられる現象を題材としたもの。
　尚、より詳しい分類の基準や具体的な分類事例については資料５を参照され
たい。
22） 尚、これらの定義はこれまでのフィーチャー記事に関する拙稿で施した定義と同じ
である。但し、前掲の谷川（2008, 2009）ではストレートニュースの意味で「ニュ
ース記事」という語を使っている。
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　前節で示したように、ストレートニュースとフィーチャー記事はそれぞ
れhard newsと soft newsの主たる概念を部分的に包含するが、ストレート
ニュースとフィーチャー記事の定義にそれらを考慮に入れた場合、図１にお
ける図式上、左右・上下の対局の概念も含めてしまい、対立概念であるはず
の両者（ストレートニュースとフィーチャー記事）の境界線が曖昧になって
しまう。つまり例えば、ストレートニュースにhard newsの主概念―すなわ
ち題材の「真剣さ」「公共性」―も含めて定義すれば、hard newsの左右の軸
の対局にある featuresと重なる部分の除外（preclusion）が困難になってしま
う。図１のイメージ図では必ずしも正確に表せていないが、実際にはフィー
チャー記事にもストレートニュースにも該当しないhard newsの領域、或い
はフィーチャー記事にもストレートニュースにも該当しない soft newsの領
域というのは、特殊な形態のものを除いて存在しないと言って良いだろう。
（少なくとも、今回のような報道紙面を対象とした調査では、そのような記
事はなかった。）そうであるならば、時間軸で区切ったフィーチャー記事と
ストレートニュースの定義でも、対立概念に包含される部分を排除しなが
らもhard news と soft newsの概念の主たる部分（ストレートニュースであれ
ばhard newsの意味の主たる部分―つまり報道の「真剣さ」――を、フィー
チャー記事であれば soft newsの意味の主たる部分を―つまり報道の「軽
さ」）をその定義に取り込んでいることになる。本稿で取り上げる「フィー
チャー化現象」はこのように先行研究で示されたニュースの軟化（softening 
of news）という現象と流れを共有していると言える。換言すると、フィー
チャー記事の増加は概ね soft newsの増加をも意味する（逆も真なり）とい
うことである。
　因みにPatterson（2000）の研究では抽出した記事をすべてhard news と soft 
newsに分けているため、いずれにも属さない記事が存在しないという前提
に立っていることになる。筆者のここでの前提もすべての記事はストレート
ニュースとフィーチャー記事に分けることができるというものである。（少な
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くとも、１面と経済面１面等に掲載される報道記事について、そうである。）23）
　つまり図１をより正確に描くならば、hard newsと soft newsはそれぞれ横に
平行に並ぶ２本の長方形を形成し、straight news と featuresは縦に平行に並ぶ
２本の長方形をなし、それらがぴったりと折り重なるような正方形を形作るイ
メージとなる。（但し、hard newsは straight newsと soft newsは featuresとそれぞ
れより広範に交錯することは引き続き強調されなければならない。）
5．2　調査方法
　今回の調査をするにあたって、対象として米紙である、International Herald 
Tribune紙（本部パリ、以下 IHT紙）とLos Angeles Times（本部ロサンゼルス、
以下LAT紙）を選んだ。IHT紙を選んだ理由は、独自の編集記事を掲載しな
がらも同紙の系列（親会社）でアメリカの最有力紙のひとつとされているe 
New York Times紙の記事を多数掲載しており、また日本でも発行されている
為、調査にあたって紙面の入手が容易であることが挙げられる。また、筆者の
事前知識から同紙においてはフィーチャー記事の比率が上昇しているとの認識
に至ったことも指摘しておきたい。LAT紙を選んだ理由は、同紙はアメリカ
西部、特にカルフォルニアを基盤としており、IHT紙がアメリカの東部の有
力紙とのつながりが大きいのと対照的である。サンプルの広がりと多様性を確
保する意味で同紙を選んだ。
　調査方法としては、本稿執筆時点の2009年から７年毎に遡って1988年までの
４つの年（1988年、1995年、2002年、2009年）の新聞紙面を抽出し、記事をス
トレートニュースとフィーチャー記事に分類し、その数と比率がどのように変
化しているかを調べた。それぞれの年から合計２週間分の新聞紙面を抽出した
上で、１面と経済面の１面 (本論末の付表などでは「経１面」と略記 )に掲載
23） 新聞記事をhard newsと soft newに分けるのは、「硬」と「軟」、「公」と「私」、真剣
かそうでないか等、主観を伴う判断を迫られるため、客観的な分類は難しいと思わ
れる。この作業が特に困難であるのは、hard news と soft newsの両方の要素を備えて
いる記事が少なからず存在するからである。
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された記事を両種類（ストレートニュースとフィーチャー記事）に分類した。
分類は筆者が行った。
　２週間分の紙面の抽出方法として、“constructed-week method”を採用し
た。24） 無作為に選んだ日を起点として（今回の調査では３月の最初の月曜日
とした）、ある一定の間隔を置きながら、月曜日から日曜日のそれぞれの曜日
の新聞を調査対象に含めて行く方法である。ずらし方は「１週間」が一般的
であり、サンプル数は２週間分以上が望ましいとされる。そこで、２週間分の
紙面が抽出されるまで、８日間（１週間＋１日）づつずらしながら次の日付
けを選ぶ手順を繰り返した。2009年の IHT紙を例にすると、３月の最初の月
曜日である３月２日を起点としたので、次に含める日は３月10日（火曜日）と
なった。その次は８日後の３月18日 (水曜日 )、さらにその次は３月26日（木
曜日）となった。IHT紙は日曜日が休刊日であるため、日曜日に当たる日は
調査対象にせず、その翌日の月曜を２週間目の初日とした。従って２週間分と
は合計12日分で、2009年を例にすると調査対象の最終日は５月30日 (土曜日 )と
なった。これをそれぞれ2002年、1995年、1988年についても同じ方法で抽出作
業を行った。（起点日は何れも３月の第１月曜日）LAT紙の場合は、日曜版が
発行されており、これを含めためサンプル合計は１年につき14日分となった。
ここで「ストレートニュース」と「フィーチャー記事」の具体例をそれぞれ示
しておきたい。（by-line｛記者署名｝とdateline｛記者のレポート地点｝は省略
した。）
例①
Bombing in Iraq kills 5 U.S troops―Los Angeles Times, April 11, 2009
24） 同法を採用するに当たって以下の論稿を参照した。Riffe, D., Aust, C. F., & Lacy, S. 
R.(1993). The Effectiveness of Random, Consecutive Day and Constructed Week Sampling 
in Newspaper Content Analysis. Journalism and Communication Quarterly 70, 1(Spring), 
133-139.　同稿で筆者達は constructed week samplingのサンプリング調査の方法とし
ての信頼性と有効性を説いている。
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　A suicide truck bomber attacked a police headquarters Friday in the tense northern 
city of Mosul, killing five U.S. soldiers in the deadliest strike against American forces in 
Iraq.
　e bomber got around several concrete barriers and detonated his truck loaded with 
explosives at the entrance to the local headquarters of Iraq’s national police. 以下省略 
例②
Hope rise for talks on global warming― International Herald Tribune, March 2, 2009
　Until recently, the idea that the world’s most powerful nations might come together 
to tackle global warming seemed an environmentalist’s pipe dream. 
　The Kyoto Protocol, signed in 1997, was widely viewed as badly flawed. Many 
countries that signed the accord lagged far behind their targets in curbing carbon 
dioxide emissions. e United States refused even to ratify it. And the treaty gave a pass 
to major emitters in the developing world like China and India.
　But within weeks of taking office, President Obama has radically shifted the global 
equation, placing the United States at the forefront of the international climate 
effort and raising hopes that an effective international accord might be possible. Mr. 
Obama’s chief climate negotiator, Todd Stern, said last week that the United States 
would be involved in the negotiation of a new treaty — to be signed in Copenhagen in 
December — “in a robust way.”　以下省略
　①はストレートニュースの例である。イラクの自爆テロによって５人の米兵
が死亡したニュースである。冒頭の文（リード）で、いつどこで何が起こった
かが要約的に示されている。「いつ」は“Friday”としか表わされていないが、
新聞のストレートニュースの内容は「前日」の出来事であることは当然視され
る為、前日の曜日（この日の新聞の曜日は“Saturday”である）をこのように
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記事冒頭で記すのがもっとも一般的である。裏を返すと記事冒頭でこのように
前日の曜日が記され「どこで、誰が、何を」等が明示されていれば、記事がス
トレートニュースであることがほぼ確定的となる。
　②はフィーチャー記事の例である。冒頭で「つい最近までは環境保護者に
とっては世界の大国が地球温暖化について合意・協力するなどということは、
夢のようなことであった」という言及で始まるが、これは記事の本題に入る前
の「前段」もしくは「背景」のようなものであり、読者の関心を引く文体上、
記事構成上のテクニックである。記事の趣旨、即ち「新大統領のオバマは環境
問題に意欲的に取り組もうとしている」はむしろ、３パラグラフ目に登場する。
（これが所謂nut graphである）記事の冒頭がこのような「非要約型」のリード
で始まる形態の記事はフィーチャー記事では一般的である。この記事は「前日」
の出来事を伝えるのではなく、数週間から数ヶ月間に出現・展開した新しい動
き・流れを捉えて記事にしており、典型的なフィーチャー記事の内容・形態で
あると言えよう。
5．3　結果―概要　
　1988年以降、紙面の中でフィーチャー記事が占める割合が継続的に増加して
いることが表１と表２から読み取れる。（1988年、1995年、2002年、2009年の各
年から抽出した原データーは資料１｛IHT紙｝と資料２｛LAT紙｝を参照。）
米紙と米テレビでは soft newsの比重が増えているという先行研究（Patterson, 
2000）と soft newsと「フィーチャー記事」“features”の定義が一部重複するこ
とから、フィーチャー記事の比率の傾向的増加はある程度予想されたが、結
果に表れた顕著な増加傾向は筆者の想定を上回るものであった。IHT紙では
1988年においては、１面のフィーチャー記事の比率は33％程度であったのが、
21年後の2009年には84%近くにまで上昇している。経済面を含めた合計でも、
同期間において32.1%から77.4％へと上昇している。これらの統計を見る限り
は同紙の紙面はストレートニュースを中心としたものからフィーチャー記事中
米紙における「フィーチャー化現象」について
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［表２］LAT紙におけるF比率の変化　（左の軸は%）
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0
「合計 F 比率」とは１面と経済面１面の記事数の合計に占めるフィーチャー記事数の割合。
「１面 F 比率」とは１面の記事数の合計に占めるフィーチャー記事数の割合。
「経１面 F 比率」とは経済面１面の記事数の合計に占めるフィーチャー記事数の割合。
原データは資料２を参照。
［表１］IHT紙におけるF比率の変化　（左の軸は%）
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「合計 F 比率」とは１面と経済面１面の記事数の合計に占めるフィーチャー記事数の割合。
「１面 F 比率」とは１面の記事数の合計に占めるフィーチャー記事数の割合。
「経１面 F 比率」とは経済面１面の記事数の合計に占めるフィーチャー記事数の割合。
原データは資料１を参照。
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心に大きく転換したということができよう。同じような逆転現象はLAT紙で
も観察される。1988年には１面の40%を切る水準であったフィーチャー記事比
率は2009年には70％を超えている。同紙の調査では12の観測値のうち、1995年
の経済面１面のフィーチャー比率が飛び外れているが、LAT紙では経済面の
１面に掲載される記事の数が少ないために、このような外れ値（outlier）が生
じやすいと考えられる。因みに、同年の「合計F比率」（１面と経済面１面を
合わせたフィーチャー記事の比率）は年を追うごとに漸増する傾向と合致して
おり、外れ値ではない。
　尚、本調査は１面と経済面の１面のみを調査対象としたが、筆者が予備的に
行った調査では、１日の新聞全体で見てもフィーチャー記事の比率は半数を超
えている。25）
5．3．1　結果―記事数の経年変化について
　IHT紙とLAT紙の調査結果の原データを収めた資料１と資料２には１面と
経済面１面に掲載された「記事数」の合計データがある。年ごとの合計記事数
や「１日当たりの平均記事数」を比較すると興味深いことに、年を追うごと
にその数が減少しているのがわかる。IHT紙では1988年には１日当たり平均
15.58本の掲載があったのが、21年後の2009年には半分以下の7.75本に減少して
いる。１面だけで見ると、1988年には平均8.58本であったのが、2009年には4.1
本に減少している。（１面のみの数字は「資料１」には直接記載はしてないが、
１面に掲載された記事数合計を日数｛12日｝で割って算出した。）
　掲載記事数の時系列変化はフィーチャー化との関連性が推察される。１面に
多数の記事を載せる方式は一般的にストレートニュースを中心とするレイアウ
トであり、逆に少ない数の記事をそれぞれに写真や大きな見出しをつけながら
25） 前掲の谷川（2009）で用いた調査資料を使って、2007年11月27日～ 11月30日の４
日分の IHT紙の記事（N=156）を抽出して、フィーチャー比率を調べた。（資料３）
それによると全体の70％近くがフィーチャー記事であった。
米紙における「フィーチャー化現象」について
03-谷川.indd   63 2010/01/22   11:09:24
64
個々の記事を目立たせるレイアウトは読みやすさやエンターテインメント性を
重視した紙面づくりである。後者は３節で参照した「タブロイド化」や「軟化」、
「イエロー化」と同じ方向性にあると考えられる。英米のタブロイド紙や日本
のスポーツ紙、夕刊紙の１面のレイアウトを想像すれば分かりやすいだろう。
こうした観点からも、「タブロイド化」や「イエロー化」などの先行研究と本
稿の「フィーチャー化」は概ね同じ流れの中で位置づけられるものと考えられる。
　関数（CORREL）を使って、IHT紙とLAT紙の各年の１日当たりの平均記
事数の減少とフィーチャー比率の増加の相関関係を検定した。（資料４）する
とそれぞれ、-0.9185、-0.9696と高い逆相関の関係を示唆する相関係数が算出
された（相関係数は -１に近いほど逆相関は強く、０に近いほど逆相関は弱
い）。ただ、平均記事数は年を経るごとに減少しており、年を経るごとに他の
要因が作用して平均記事数を減じた理論的な可能性が否定できない。両者の相
関関係はさらなる分析・検証が必要であろう。
5．3．2　結果―記事数の変動について
　資料１と資料２の個別データを見ると、ストレートニュースとフィーチャー
記事の数がそれぞれ日々大きく変動しているのがわかる。1995年と2002年の
LAT紙の１面を例にとると、１日に１～２本しかストレートニュースがない
ときもあれば、６本の時もある。それに合わせてフィーチャー記事の数も大幅
に上下している。日々のフィーチャー比率の標準偏差を測定すると、LAT紙
で1988年に19.8、1995年に16、 2002年には21.8と大きな数値を示しておりフィー
チャー比率の日々の振幅が激しいことがわかる。（標準偏差の値はそれぞれの
年の平均フィーチャー比率26）（百分率）からの乖離の度合いを表している。）
日々の変動率の大きさは何を表しているのだろうか。新聞のストレートニュー
26） その年の平均フィーチャー比率（グラフ上では「合計F比率」と記載）は日々の平
均をアベレージしたものではなく、１年分の記事の合計数を日数で割って算出した。
資料1と2の各表では最も右下の項目（標準偏差）の一つ上の項目がそれに当たる。
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スは前日の出来事をベースにしているが、報道するに値するニュースが生じな
ければ記事は生まれない。従ってストレートニュースの数は前日に何が起こる
かで増えたり減ったりする。27）そこにおいては編集意思決定者（達）は日々の
紙面に１日あたり何本フィーチャー記事を掲載し、何本ストレートニュースを
掲載するのかを事前に決めているのではないということが推察される。フィー
チャー記事の比率が経年とともに増加するフィーチャー化現象は編集意思決定
者が設定するより広い枠組み―例えば大まかに１週間や１カ月の単位でどれぐ
らいの数のフィーチャー記事を掲載するかを目安にする28）――のなかで生じ
ていると考えられる。
5．4　本調査の制約について
　今回の調査に関して、その結果の一貫性や正確性に潜在的に制約を加えう
る要因について述べておきたい。LAT紙は2000年以後、２度経営母体・株主
の異動が発生している。長く同紙を所有していたTimes Mirror社は同族経営で
あったが、2000年にChicago Tribune紙を所有するTribune Companyに買収され
た。更に経営難から2007年にはTribune Companyを富豪のSam Zell氏率いる投
資グループが買収している。但し、同紙では過去10年間以上続く経営難の中で、
株主の異動とは関係なく編集主幹やその他の編集幹部が幾度となく交代したり
紙面の刷新を行ったりしており、株主の異動が紙面の在り方や編集方針を最も
根本的に変えうる要因とは言えないであろう。（これは以下で説明する IHT紙
にも当てはまるであろう。）
　IHT紙は2002年12月にそれまでe New York Timesとe Washington Post両
社が共同所有（50%ずつの折半出資）していた体制から、e New York Times
27） この点に関しては、平日の翌日にはストレートニュースが多く、土日・祭日の翌日
はフィーチャー記事が相対的に多いことが資料から見て取れる。平日には株式・金
融市場に関連した出来事や政府機関の公式発表などニュースになり易い出来事が多
く発生するからである。
28）但し、ここで言う「広い枠組み」とは無意識に設定されるものも含む。
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社が単独で所有する体制に移行した。従って、2003年以降の新体制の下で
フィーチャー化の進行がさらに進んだ可能性はある。但し、2002年以降フィー
チャー化が目立って進行したのはLAT紙も同じである。
　また、今回の調査では入手困難の問題で、2002年と2009年の新聞は同紙
（IHT紙）のアジア版を使用した一方で、1988年と1995年の分は欧州版を使っ
た（マイクロフィルム）。但し、筆者の知る限り地域版の違いでフィーチャー
記事とストレートニュースのバランスに違いが生じることは考えにくいと思わ
れる。
６　考察―ニュース言語上示唆されることについて
　米紙における報道紙面がストレートニュースではなく、フィーチャー記事が
中心となっているという事実はニュース言語上多くの示唆を与えるものである
と考える。29）２節で述べたように、フィーチャー記事には伝統的な意味でのス
トレートニュースにはない特徴的な文体や記事の構造がみられる。例えば、記
事の冒頭部分（リード）では記事の趣旨を要約するような内容ではなく、記事
の中心的主題を象徴するような逸話や情景描写が置かれることが良くある。30）
（５節に挙げたフィーチャー記事の例②を参照）また、冒頭部分に記事の趣旨
が伝わるような内容が置かれた場合でも、文学的ともいえるような手の込んだ
表現技巧が用いられることがよくあり、単なる記事の要旨の説明ではないこと
が多い。また記事の締めくくりの部分でkickerとよばれる「落ち」のような内
容が配置されることがあり、記事全体のストーリー性を作り出そうとする意図
が伺える。このようにフィーチャー記事においては、読み手を惹きつけ、読む
ことを楽しませることを企図したような誇張やユーモアなどの多彩な言語表現
29） 米紙における報道紙面がストレートニュースではなく、フィーチャー記事が中心と
なっているという事実は新聞の「雑誌化」とも言えるような現象であり、ジャーナ
リズム学上も示唆に富むものであろう。
30） 筆者はこれを「非要約型のリード」と呼んでいる。前掲の谷川（2009）を参照。
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が用いられたり、記事構成上の様々な工夫が施されるが常である。
　本稿では、フィーチャー記事に特徴的な文体を具体的に記述・列挙すること
が目的ではないため詳細には触れないが、31）一般的にフィーチャー記事の書き
方が理論的にも実践的にもストレートニュースとは異なることはこれまでの多
くのニュース言語の研究や実践的なテキストにおいて指摘されてきている。32） 
　米紙の「フィーチャー化現象」は英文記事を語学の教材として用いたり、ま
たその言語的側面に焦点をおいて分析・研究をする上で、無視することのでき
ない傾向であろう。
　これまで英米においてもジャーナリズムの教科書はストレートニュースを中
心にして記事の構造や書き方を解説する傾向があった。また、日本の高等教育
機関などで英文記事を第２言語学習者に教授することを趣旨とした講義や教
科書などでも、記事の構造に関する説明はストレートニュースを念頭に置い
ていることが多いと思われる。例えば英文記事は冒頭において５W１H（い
つ“When,” どこで“Where,”だれが“Who,”なにを“What,” なぜ“Why,”
どのように“How”）の形態のリードで始まり、より重要な報道項目から記
述を始めて記事を下るに従ってより重要性の低い項目を盛り込む「逆三角形」
“inverted pyramid”の構造をなしているなどと説明している場合である。33）し
かし、最近のアメリカの有力紙の場合、そのような形態の記事はむしろ少数で
31）これについては 前掲、谷川（2006, 2008, 2009）を参照されたい。
32） フィーチャー記事においては時間的な緊急性がなく、題材の幅も広いため文章
スタイルや記事全体の構成において、自由の幅が大きいとされている。例えば、
Hennessy, Brendan (1997). Writing Feature Articles: A practical guide to methods and markets. 
Oxford: Focal Press, pp.8-9.; Taylor, Jane (2005). What makes a good feature? In Richard 
Keeble (Ed.), Print Journalism a Critical Introduction (pp. 117-128). London: Routledge.; 
Itule, Bruce D. and Anderson, Douglas A. (2008). News Writing & Reporting for Today’s Media 
(7 th ed.) New York: McGraw-Hill, pp.131-132.; Pape, Susan & Featherstone, Sue (2005). 
Newspaper Journalism. London: Sage Publications, p.116.
33） 例えば、次のような文献が挙げられる；石井隆之（監修）、渡邉あをい、omas 
Kock（編著）（2009）『ニュース英語を読む』（東京：三修社）；木塚 晴夫（2002）『楽
しく読める時事英語』（東京：北星堂書店）
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あるというのが実情である。記事がストレートニュースであっても、米有力紙
では５W１H型のリードではなく、前述の非要約型のリードや文章表現上特
別に意匠を凝らしたような書き出しを採用した記事は珍しくない。
　今日でも５W１H型のリードや「逆三角形」型の記事は一定の割合で存在
するものの、このような伝統的なストレートニュースに典型的にあらわれる記
事の構造が英文記事の標準的な姿であるかのような解説をすることは現実に即
して考えるならばより困難になってきていると思われる。34）
７　結びに代えて―今後の課題
　現在のアメリカの有力紙はフィーチャー記事を中心に構成されているとい
う事実は、少なくとも本稿で調査の対象とした２つの米紙については明らか
であろう。35）米紙におけるフィーチャー化の進行はニュース言語上または新聞
ジャーナリズム論上、示唆に富むものであろう。
　両紙においてフィーチャー記事の比率が目立って上昇をしたのは2002年以後
である。2002年前後と言えばインターネットの目覚ましい普及により米紙の発
行部数や広告収入の低落傾向が明らかになり、若者の新聞離れがより顕著に
なっていった時期と重なる。ニュースなどの情報を安価に且つリアルタイムに
入手することを可能にしたインターネットメディアの登場は、新聞をしてより
速報性に主眼を置かない種類の報道に傾斜させた可能性は大いにありそうであ
34） 伝統的なストレートニュースの書き方は、通信社の配信記事やそれをほぼ元の形で
掲載する傾向のあるNews Bulletin（前日の出来事を簡潔にまとめて列挙する紙面）
のような新聞の一部のセクションでは少なからず散見される。また、日本で発行さ
れる、e Japan Timesやe Daily Yomiuriのような所謂「英字新聞」でもこういっ
た形態の記事は今日でも少なくないと思われる。前注に挙げた資料もそういったニ
ュース媒体の記事を念頭に置いているなら、伝統的なストレートニュースの記事構
造を念頭に置いた解説が妥当ではないとまでは言えないだろう。
35） 筆者が行った予備的な調査では同じ傾向は他の米有力米紙にも当てはまっている。
予備的調査の対象としたのは、 e New York Times, e Washington Post, e Wall 
Street Journal（アジア版）の各紙である。但し、e Wall Street Journalについてはフ
ィーチャー化の進行の程度がそれ程高くはないと思われる。
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る。両者を直接的な因果関係で結びつけることができるならば、フィーチャー
化とは新聞が新しい競争環境に適応する中で生じた内容変化（content change）
であるということになる。ネット上のニュース媒体の発達と新聞のフィー
チャー化との因果関係や新聞社側（編集者）がフィーチャー化を進めたことの
具体的な意図や狙いについては、いずれ論稿を改めたい。
　また、フィーチャー記事の文体や構造の解説という観点からみても、これま
での筆者の研究においても又その他の研究においても既に十分分析し尽くされ
ているとは思えない。この面においても今後研究を発展させる余地は十二分に
なるだろう。
　より広い問題としては、新聞のフィーチャー化は新聞ジャーナリズム論上の
問題として新聞とは何かという根源的な問いを惹起しているとも考えられる。
「新聞」“newspaper”とは何かという既存のいかなる定義を参照しても、“news”
を中心に掲載するものとの説明がされているからである。36）
　新聞とは何かという問いが新聞社やジャーナリストたちの自覚的な問いかけ
になったとき、未来のメディアの姿や社会におけるあり方、更に彼らが生み出
す言語の態様が新しい形で問い返されることになるかも知れない。
36） Oxford English Dictionary (6th ed.).（2007)は“newspaper”を次のように定義している。
“A printed publication, now usu. daily or weekly, consisting of folded unstapled sheets and 
containing news, freq. with photographs, features, advertisements, etc.”
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資料１　InternationalHeraldTribune調査結果（N=580）
1988年
紙面日付
1面
F数
1面
SN数
経１面
F数
経１面
SN数
記事数
合計 F比率
３月７日（月） 3 6 3 5 17 35.3
３月15日（火） 5 5 2 4 16 43.8
３月23日（水） 3 6 2 6 17 29.4
３月31日（木） 2 6 3 4 15 33.3
４月８日（金） 1 7 2 4 14 21.4
４月16日（土） 3 5 2 5 15 33.3
４月25日（月） 4 5 3 4 16 43.8
５月３日（火） 3 6 2 5 16 31.3
５月11日（水） 1 8 1 5 15 13.3
５月19日（木） 3 5 3 4 15 40.0
５月27日（金） 3 4 1 6 14 28.6
６月４日（土） 3 6 2 6 17 29.4
期間合計 34 69 26 58 187 32.1
１日当たり平均記事数 15.6 標準偏差（SD) 8.37
1995年
紙面日付
1面
F数
1面
SN数
経１面
F数
経１面
SN数
記事数
合計 F比率
３月６日（月） 4 6 2 6 18 33.3
３月14日（火） 4 4 2 3 13 46.2
３月22日（水） 2 5 2 3 12 33.3
３月30日（木） 4 3 2 5 14 42.9
４月７日（金） 3 4 3 5 15 40.0
４月15日（土） 3 4 2 6 15 33.3
４月24日（月） 2 5 3 4 14 35.7
５月２日（火） 2 6 2 3 13 30.8
５月10日（水） 3 4 2 5 14 35.7
５月18日（木） 1 6 2 4 13（+1） 21.4
５月26日（金） 3 4 3 4 14 42.9
６月３日（土） 4 3 3 4 14 50.0
期間合計 35 54 28 52 169（+１） 37.1
１日当たり平均記事数 14.2 標準偏差（SD) 7.39
＊５月18日の経１面に「不明」と分類した記事あり
　（平均記事数算出の際には分母に加えた）
2002年
紙面日付
1面
F数
1面
SN数
経１面
F数
経１面
SN数
記事数
合計 F比率
３月４日（月） 3 2 2 2 9 55.6
３月12日（火） 5 0 2 3 10 70.0
３月20日（水） 3 2 2 4 11 45.5
３月28日（木） 2 3 2 4 11 36.4
４月５日（金） 1 4 2 4 11 27.3
４月13日（土） 3 2 2 5 12 41.7
４月22日（月） 3 2 3 3 11 54.5
４月30日（火） 3 2 2 3 10 50.0
５月８日（水） 2 3 3 4 12 41.7
５月16日（木） 1 3 2 4 10（+1） 27.3
５月24日（金） 2 3 1 5 11 27.3
６月１日（土） 2 3 2 4 11 36.4
期間合計 30 29 25 45 129(+1) 42.3
１日当たり平均記事数 10.8 標準偏差（SD) 12.6
＊ ５月16日の１面に「不明」と分類した記事あり
（平均記事数算出の際には分母に加えた）
2009年
紙面日付
1面
F数
1面
SN数
経１面
F数
経１面
SN数
記事数
合計 F比率
３月２日（月） 5 0 3 1 9 88.9
３月10日（火） 3 1 2 2 8 62.5
３月18日（水） 4 0 4 0 8 100.0
３月26日（木） 3 1 4 0 8 87.5
４月３日（金） 3 1 2 1 7 71.4
４月11日（土） 2 2 3 1 8 62.5
４月20日（月） 4 0 3 0 7 100.0
４月28日（火） 2 2 2 2 8 50.0
５月６日（水） 4 0 2 1 7 85.7
５月14日（木） 4 0 2 2 8 75.0
５月22日（金） 4 0 2 1 7 85.7
５月30日（土） 3 1 2 2 8 62.5
期間合計 41 8 31 13 93 77.4
１日当たり平均記事数 7.75 標準偏差（SD) 15.4
「１面F数」とは１面に見つかったフィーチャー記事の数
「１面SN数」とは１面に見つかったストレートニュースの記事数
「経１面F数」とは経済面１面に見つかったフィーチャー記事の数
「経１面SN数」とは経済面１面に見つかったストレートニュースの記事数
「F比率」は１面と経１面のF記事数の合計が１面と経１面のすべての記事数に占める割合（百分率）を指す
「１日当たりの平均記事数」は１日当たりの１面と経１面の合計記事数の平均値で、右隣の数字（イタリック体）
「標準偏差」はその年内の各日のF比率の標準偏差で、右隣の数字（下線）
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資料２　LosAngelesTimes調査結果（N=672）
1988年
紙面日付
1面
F数
1面
SN数
経１面
F数
経１面
SN数
記事数
合計 F比率
３月７日（月） 5 3 2 1 11 63.6 
３月15日（火） 3 5 1 4 13 30.8 
３月23日（水） 2 7 3 2 14 35.7 
３月31日（木） 2 7 1 4 14 21.4 
４月８日（金） 2 6 1 4 13 23.1 
４月16日（土） 5 4 2 3 14 50.0 
４月24日（日） 5 1 4 0 10 90.0 
５月２日（月） 4 5 2 1 12 50.0 
５月10日（火） 3 6 2 3 14 35.7 
５月18日（水） 2 7 2 3 14 28.6 
５月26日（木） 2 6 2 3 13 30.8 
６月３日（金） 2 6 1 4 13 23.1 
６月11日（土） 2 6 2 2 12 33.3 
６月19日（日） 4 2 3 0 9 77.8 
期間合計 43 71 28 34 176 40.3 
１日当たり平均記事数 12.6 標準偏差（SD) 19.8
1995年
紙面日付
1面
F数
1面
SN数
経１面
F数
経１面
SN数
記事数
合計 F比率
３月６日（月） 3 4 5 1 13 61.5 
３月14日（火） 4 5 3 2 14 50.0 
３月22日（水） 3 6 2 3 14 35.7 
３月30日（木） 3 6 2 3 14 35.7 
４月７日（金） 3 7 4 1 15 46.7 
４月15日（土） 1 6 0 3 10（+1） 9.1 
４月23日（日） 6 2 2 0 10 80.0 
５月１日（月） 3 5 3 0 11 54.5 
５月９日（火） 2 4 3 2 11 45.5 
５月17日（水） 3 5 3 2 13 46.2 
５月25日（木） 3 6 2 3 14 35.7 
６月２日（金） 3 5 1 4 13 30.8 
６月10日（土） 3 6 2 4 15 33.3 
６月18日（日） 4 4 3 0 11 63.6 
期間合計 44 71 35 28 178（+1） 44.1 
１日当たり平均記事数 12.79 標準偏差（SD) 16.0
＊４月15日の経１面に「不明」と分類した記事あり
　（平均記事数算出の際には分母に加えた）
2002年
紙面日付
1面
F数
1面
SN数
経１面
F数
経１面
SN数
記事数
合計 F比率
３月４日（月） 6 1 5 1 13 84.6 
３月12日（火） 4 4 3 3 14 50.0 
３月20日（水） 3 4 1 5 13 30.8 
３月28日（木） 3 4 2 4 13 38.5 
４月５日（金） 3 4 1 5 13 30.8 
４月13日（土） 3 3 0 6 12 25.0 
４月21日（日） 4 2 4 0 10 80.0 
４月29日（月） 5 3 5 1 14 71.4 
５月７日（火） 2 5 3 3 13 38.5 
５月15日（水） 1 6 3 3 13 30.8 
５月23日（木） 1 6 2 4 13 23.1 
５月31日（金） 3 4 2 3 12 41.7 
６月８日（土） 4 3 1 5 13 38.5 
６月16日（日） 6 1 4 0 11 90.9 
期間合計 48 50 36 43 177 47.5 
１日当たり平均記事数 12.64 標準偏差（SD) 21.8
2009年
紙面日付
1面
F数
1面
SN数
経１面
F数
経１面
SN数
記事数
合計 F比率
３月２日（月） 5 0 4 1 10 90.0 
３月10日（火） 5 1 2 2 10 70.0 
３月18日（水） 3 2 3 2 10 60.0 
３月26日（木） 4 2 4 1 11 72.7 
４月３日（金） 5 1 4 2 12 75.0 
４月11日（土） 4 1 4 1 10 80.0 
４月19日（日） 5 0 3 0 8 100.0 
４月27日（月） 4 1 5 1 11 81.8 
５月５日（火） 4 2 3 2 11 63.6 
５月13日（水） 4 2 3 2 11 63.6 
５月21日（木） 2 3 3 1 9 55.6 
５月29日（金） 3 2 2 2 9 55.6 
６月６日（土） 2 3 3 2 10 50.0 
６月14日（日） 4 1 3 0 8 87.5 
期間合計 54 21 46 19 140 71.4 
１日当たり平均記事数 10 標準偏差（SD) 13.7
「１面F数」とは１面に見つかったフィーチャー記事の数
「１面SN数」とは１面に見つかったストレートニュースの記事数
「経１面F数」とは経済面１面に見つかったフィーチャー記事の数
「経１面SN数」とは経済面１面に見つかったストレートニュースの記事数
「F比率」は１面と経１面のF記事数の合計が１面と経１面のすべての記事数に占める割合（百分率）を指す
「１日当たりの平均記事数」は１日当たりの１面と経１面の合計記事数の平均値で、右隣の数字（イタリック体）
「標準偏差」はその年内の各日のF比率の標準偏差で、右隣の数字（下線）
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資料３
2007年（IHT紙）
紙面日付 F数 SN数 合計 F比率
11月27日（火） 30 9 39 76.92
11月28日（水） 21 15 36 58.33
11月29日（木） 30 8 38 78.95
11月30日（金） 25 18 43 58.14
F比率平均 68.09
資料４
年（IHT紙） 1988 1995 2002 2009
平均記事数 15.58 14.17 10.83 7.75
F比率 32.1 37.1 42.3 77.4
相関係数 -0.918
年(LAT紙） 1988年 1995年 2002年 2009年
平均記事数 12.57 12.79 12.64 10
F比率 40.3 44.4 47.5 71.4
相関係数 -0.97
＊相関係数は「平均記事数」と「F比率」を変数としている。
＊ 「平均記事数」は１日の平均記事数（１面と経１面）で、その年から抽出した
　すべての記事数を日数で割ったもの。
＊ 「F比率」は表１と表２で記した「合計F比率」と同じで、１面と経１面の記事数の合計に占めるフィー
チャー記事数の割合。
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資料５　ストレートニュースとフィーチャー記事の分類の詳細基準と分類事例
５節の作業定義（working definition）に示した基準を基に行った今回の調査では、対象となった記事
の大多数は分類が比較的容易であった。編集・記者側は記事をストレートニュース（以下 SN と略）
として出すのか、フィーチャー記事（以下 F 記事と略）として出すのか、その意図がリード部分で
比較的明瞭に表れていたからである。（本論５節２項の２本の記事のリードの例（①、②）とその特
徴の解説を参照。）一方で、両者の境界線が必ずしも明確ではない場合が少数ながらもあった。以下、
分類に関する詳しい基準と分類例を記す。
記事分類の原則的基準　５節の作業定義で述べたように、SN は「前日」の出来事を軸として展開し
ている記事がそれに該当する。日刊新聞では前日に起こった出来事を SN として扱う場合（つまり
ニュース価値があり緊急性がある報道とみなした場合）、その記事は翌日の新聞の掲載までに間に合
わさなければならない。翌日付けの新聞に掲載できることが時間的に可能であったにも関わらず翌々
日まで待って SN として記事掲載をすることは考えにくい。1）　タイミングを逸したならば、その記
事はフィーチャー的な記事として掲載しなければならない。2）　このように SN は前日の出来事に関
するもので、その出来事を中心として成立し、翌日付の新聞までに掲載するというタイミングを逸し
ては SN の記事として成立しない、或いは成立しにくいというのが SN の本質であると考えられる。
一方で、そういった性質を帯びていないテーマ（トレンド描写や背景説明など）で報道の緊急性がな
いものが F 記事であるということになる。以下の分類詳細や事例もこの原則的基準を元にしている。
分類事例１　例①の記事のように冒頭で出来事を要約的に示す SN のようでありながら、前日の曜日
の記載がない記事が少なからずあった。その場合、他の事柄から前日の出来事と判断できた場合は
SN とした。また、出来事そのものは前日よりも前に発生していても、前日までに報道機関にそれが
明らかにならなかった場合には SN とした。E.g. Wright, Robin (1995, May 9). U.S. Links Iran to Efforts 
to Torpedo Peace Process. Los Angeles Times, pp. A1, A11. 同様に新聞社独自の特報（スクープ）は情報
として確定できた段階で即座に報道するものであり、時間的な緊急性がある（time-sensitive）ため、
前日の曜日の記載がなくても SN と分類した。E.g. Sanger, David E.& Shanker, om (2009, May 30). 
Pentagon gears up for online warfare. International Herald Tribune, pp. 1, 8. ; Pear, Robert (1988, May 3). White 
House Seeks A 28 % Increase In Weapons Sales. International Herald Tribune, pp.1-2.
分類事例２　「前日」の出来事に１、２度の言及はあるが、その言及を F 記事を書くための所謂“news 
peg”（できるだけ直近の出来事に言及しながら F 記事を書く手法）として利用しているに過ぎない場
合はF記事とした。（つまり記事全体としては、前日の出来事を軸としていると認められない場合。）E.g. 
Puzzanghera, Jim (2009, March 26). US Seeks more sway over firms. Los Angeles Times, pp. B1, B6. 
分類事例３　インタビュー記事 ( ある特定の人物へのインタビューが内容の中心である記事 ) は前
日のインタビューであっても時間的な緊急性がない場合は F 記事と見なした。しかし、スクープ的
なインタビューは特報性があるため SN と分類した。E.g. Shuster, Beth & Winton, Richard (2002, April 
13). Mahony Regrets Transfer of Priest. Los Angeles Times, pp. A1, A19. その場合、インタビューイー（取材
対象者）がもたらした情報自体が特報である場合に限定した。特報であるという判断基準は必ずしも
1） 例えば、ある大臣がスキャンダルが元で辞任したり、経済成長率が大幅に上昇したという政府発表があっ
た場合にそれを翌日ではなく翌々日付けの新聞で、「大臣辞意を表明」「GDP成長率急上昇」などとスト
レートニュース的な見出しで報道されるということは一般に考えにくいことからも分るだろう。
2） これは英語で“featurize”（フィーチャー記事化）すると言うが、先の例で言えば、大臣が辞任した背景や
政権に与える影響を分析することが主題の記事などが考えられる。
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明確でないとも思われたが、実際にはインタビューイーのコメントに特報性があった場合には、紙面
の上部の目立ったところに記事が配置されていたり、そのコメント自体が見出しになっている場合が
多く、その区別は比較的明瞭であった。独占的なインタビューであり、それが掲載日の前日に実施さ
れたものであっても、インタビューの内容自体に特報性がない場合は、一般的なインタビュー記事と
区別がつかないため F 記事とした。E.g. Bensinger, Ken (2009, May 5). CHRYSLER ILLS MAY CLEAR 
GM’S WAY. Los Angeles Times, pp. B1, B4.
分類事例４　F 記事の中でも news features という種類の記事がある。これは、SN として扱われる大
きな出来事が発生した時に、SN の記事と同時に、或いは１- ２日ほどずれて掲載されるニュース分
析記事あるいは解説記事である。news analysis と呼ばれることもある。いずれも一般的に F 記事とみ
なされている。3） 前日の出来事が軸になっている場合（SN ではなく）news feature（すなわち F 記事）
であると判断したのは次の３つの場合に限定した。①“news analysis”などと記事の見出しの周囲な
どに銘打ってある場合。②同テーマの SN とセットなっていることが明確な場合。③定期コラムニス
トのコラムが前日のニュースを扱っている場合。コラムニストが自らの定期コラムで SN を書くとい
うことは考えられないため、news feature, news analysis と見なした。これら以外の場合、前日の出来事
が軸となっている記事はあくまでも SN とみなした。
分類事例５　アメリカ（或いはその他の英語圏の国）の新聞では curtain raiser と呼ばれる記事がある。
これは例えばオリンピックの開幕やサミット（先進国首脳会議）の開催など予定された大イベントの
前日あるいはそれ以前に予告的に来たるイベントについて読者の興味喚起を目的として書かれるもの
である。curtain raiser が予定されたイベントの前日に書かれていて、しかもその日に起こった小事に
ついて言及をしていても（例えば「オリンピック開幕の前日の今日、天候は穏やかだった」などの言及）
curtain raiser の目的は予告や興味喚起であり、事件や出来事の報道そのものではない点に鑑みて F 記
事と分類した。E.g. Johnson, Greg (1988, April 8). Exist Smiling. Los Angeles Times, pp. D1, D3.
「不明」と分類した記事　今回の調査で、SN と F 記事のいずれにも分類することが困難と判断した
記事が３本あった。いずれも SN と F 記事の両方の特性を同等に備えていたからである。つまり、前
日の出来事について単なる news peg ではないと思われるぐらいに言及が多く長い一方で、F 記事が成
立するに十分な内容の背景的解説やトレンド描写などが盛り込まれていた。（つまり翌日に掲載しな
くても記事として成立する内容であった）。不明の扱いとした記事は本論文の表の１と２のグラフに
おいてはカウントされていない。資料１と２の表ではカッコで数字を表し、合計記事数や１日平記事
数では分母に数えた。資料４の記事数の集計でも含めた。不明と分類したのは以下の３つ記事である。
Sipress, Alan & Ricks, omas E. (2002, May 16). A close call with nuclear arm. International Herald Tribune, 
pp. 1, 8.; Richardson, Michael (1995, May 18). U.S. Dispute Gives Japan Reason to Look to Asia. International 
Herald Tribune,p. 13.; Gerstenzang, James (1995, April 15). U.S. Reports ‘Very Little Progress’ in Talks with 
Japan. Los Angeles Times, p. D1. 
＊  IHT 紙と LAT 紙は年によって、又は記事によって見出しに使う単語の大文字・小文字の扱いが異
なる。原文の通りに記述した。但し、by-line（記者署名）は新聞・記事によって扱いが違っても
単語の最初の文字のみを大文字にした。
3） News featuresがF記事として分類されることについては例えば以下の２つの資料を参照。Friedlander, 
Edward J. & Lee, John (2000). Feature Writing for Newspapers and Magazines. New York: Longman, p.5.; Talor, Jane 
(1982). What makes a good feature? In Richard Keeble (Eds.), Print Journalism a Critical Introduction(pp.117-128). 
London: Routled, p.121.
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